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＜株主様へのお願い＞
株主の皆様におかれましては、新型コロナウイルス感染症の拡大状
況にご配慮いただき、健康状態に関わらず、本総会の会場への来場
をお控えいただくことをご検討くださいますようお願いいたします。
また、本総会については、当日出席することなく、同封の「議決権
行使書用紙」による事前（郵送）行使が可能となっております。 
株主の皆様の感染リスクを避けるため、郵送による議決権行使をご
推奨申しあげます。



経 営 理 念

バ リ ュ ー  v a l u e

『イノベーションで世界中の人々にワクワクを』

ミッション MIS S ION

私たちは、テクノロジーがパラダイムシフトを起こし、生活を豊かにする力を秘めていると
考えています。私たちは、独自のテクノロジーでイノベーションを生み出し、世界中の人々が
ワクワクするようなサービスを提供していきます。

B e  P r o f e s s i o n a l
- プ ロ で あ れ -

メンバーそれぞれがプロフェッ
ショナルとして自覚し、成果を
出すことにこだわります。

B e  E x c i t e d
- ワ ク ワ ク し よ う -

メンバー自身がワクワクして仕
事 に 取 り 組 む こ と で イ ノ ベ ー
シ ョ ン を 生 み 出 し、 世 界 中 の
人々をワクワクさせていきます。

B e  a  C h a l l e n g e r
- 挑 戦 し 続 け よ う -

イノベーションを生み出すため
に失敗を恐れず、常に挑戦し続
けていきます。 



株 主 の 皆 さ ま へ

2021年、新たなステージへ始動

2021年、ログリーは新たなステージに進むべく始動しました。2006年の創業時
からこだわり続けているのは「テクノロジー」。それはテクノロジーこそがパラダ
イムシフトを起こし、世の中を豊かにすると信じているからです。レコメンド技
術やデータ処理技術から得られたテクノロジーの強みを活かし、次なるチャレン
ジをしていくことが、私たちの掲げるミッション「イノベーションで世界中の人々
にワクワクを」を実現することだと考えています。

2009年にネイティブ広告の前身となるレコメンドエンジンを発表して以降、幾度
かの変遷を経て現在の主力事業であるLOGLY liftが誕生しました。新型コロナウ
イルスの感染拡大によって広告業界も大きな打撃を受けましたが、LOGLY liftの
属するインターネット広告領域は今後も拡大し続けていくと予想されています。
ログリーでは、今後も広告領域とマーケティング領域を主力事業領域と捉え、ベー
スとなる技術をアップデートさせていきながら、引き続き事業成長を進めてまい
ります。

そして、ログリーが今新たにチャレンジしている事業領域には、eスポーツと
FinTechがあります。一見これらには共通点がないように思えるかもしれません。
しかしながら、私たちの強みである「テクノロジー×データ」で仕組みが構築で
きる領域であると確信しています。この強みを武器に、これらの領域で新たな道
を切り開いていきたいと考えています。

ログリーにとっては既存事業を成長させながら新たなチャレンジを継続し、ミッ
ションを実現していくことがステークホルダーのみなさまのご期待に応えること
だと考えています。

代表取締役社長
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（単位：円）総資産／純資産
■ 総資産　■ 純資産

（単位：千円） １株当たり純資産

（注）	1．当社は第14期より連結計算書類を作成しているため、第13期以前については単体の数値を記載しております。
	 2．‌�2020年10月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。
　　　　�当期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり当期純利益又は1株当たり当期純損失（△）」及び「１株当たり純資産」を

算定しております。
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証券コード　6579
2021年６月11日

株　主　各　位
東京都渋谷区道玄坂一丁目16番３号
ロ グ リ ー 株 式 会 社
代表取締役社長 吉 永 浩 和

第15回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第15回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し
あげます。
　なお、当日のご出席に代えて、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いた
だき、2021年６月25日（金曜日）午後６時00分までに到着するようご返送くださいますようお願い
申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 2021年６月28日（月曜日）午前10時（受付開始時間は午前９時予定）
２．場 所 東京都渋谷区道玄坂一丁目16番３号

渋谷センタープレイス　２階
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第15期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）事業報告、連結計算書

類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第15期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
　　　議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。
　本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の
運用状況」、「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に
基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　https://corp.logly.co.jp/ir）に掲載し
ております。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、修正
後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　https://corp.logly.co.jp/ir）に掲載
させていただきます。

－ 1 －

招集ご通知
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(2020年 4 月 1 日から
2021年 3 月31日まで )

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響で、先行きが不透
明で極めて厳しい事業環境となっております。

上記のような経済環境のもと、日本の総広告費は2020年には、2019年までは８年連続で前
年実績を上回る伸びを続けておりましたが世界的な新型コロナウイルス感染症拡大の影響によ
り、前年割れという結果となり、前年比88.8%の６兆1,598億円となりました。しかしながら、
当社の事業が属するインターネット広告市場は、前年比105.9%の２兆2,290億円となりました
（出典：株式会社電通「2020年 日本の広告費」による）。背景として、インターネット広告
のみで解決できないマーケティング課題を、従来からある媒体と組み合わせるなどして解決す
る統合ソリューションの進化が進み、データやテクノロジーを活用し、各媒体の強みをさらに
高めていく動きが顕著になったことによるものと考えられます。その一方で、個人情報保護の
高まりによりcookie規制の取り組みが進められたり、コンプレックスを強調して購買行動を煽るコ
ンプレックス広告に関する規制の要望の高まり等、インターネット広告業界全体に高いコンプライア
ンス意識が求められるようになっております。

このような状況の中、当社はネイティブ広告プラットフォーム「LOGLY lift」を軸に、広告主
（代理店を含む）の広告効果最大化や媒体社（以下メディア）の満足度向上を実現することに
より、市場シェアを順調に拡大しました。また、新型コロナウイルスが猛威を振るう中、第１
四半期連結会計期間に巣ごもり需要を取込み、インプレッション数を増加させ、引き続きイン
プレッション数を維持することが出来ました。しかしながら、第２四半期連結会計期間におい
てCTR(クリック率)が徐々に減少したため、下期にかけて売上高が減少傾向に転じました。そ
の結果、当連結会計年度の売上高は3,961,168千円となりました。また経常利益は205,452千
円、親会社株主に帰属する当期純損失は25,945千円となりました。
　当社は、ネイティブ広告プラットフォーム事業の単一セグメントであるため、セグメントご
との記載はしておりません。

－ 2 －

当事業年度の事業の状況
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②　設備投資の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました設備投資の総額は7,727千円で、その主なもの
は次のとおりであります。

工具、器具及び備品・・・・・・・・備品購入費用　　 3,637千円
ソフトウエア・・・・・・・・・・・ログリー・インベストメント株式会社の投資事業に伴うソ

フトウエア費用　 4,090千円

③　資金調達の状況
　該当事項はありません。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。

－ 3 －

当事業年度の事業の状況
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⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況
　　企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第 12 期
(2018年３月期)

第 13 期
(2019年３月期)

第 14 期
(2020年３月期)

第 15 期
(当連結会計年度)
(2021年３月期)

売 上 高(千円) 1,605,367 2,372,862 2,708,156 3,961,168

経 常 利 益(千円) 123,795 160,462 59,795 205,452
親 会 社 株 主 に 帰 属
する当期純利益又は親会社に帰属
す る 当 期 純 損 失 ( △ )

(千円) 104,772 104,414 40,963 △25,945

１株当たり当期純利益又は１株当
た り 当 期 純 損 失 （ △ ） (円) 34.04 29.10 11.00 △7.09

総 資 産(千円) 965,353 1,736,826 2,311,233 2,268,035

純 資 産(千円) 553,815 1,214,234 1,183,801 1,229,203

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 179.92 325.71 325.87 327.24

（注）１．当社グループは、2020年３月期より連結計算書類を作成しているため、2019年３月期までの数値
は、ログリー株式会社単体の数値を記載しております。

２．2020年10月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。2018年３月期の期首
に当株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）」と
「１株当たり純資産」を算定しております。

⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

該当事項はありません。
②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容
ログリー・
インべストメント株式会社 10百万円 100.0％ 企業への投資等、ベンチャーキャピタルに

関する事業
クロストレックス株式会社 15百万円 51.0% マーケティングテクノロジー企業

－ 4 －

直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況
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⑷　対処すべき課題
①既存事業の収益の拡大
　当社は、「LOGLY lift」によるネイティブ広告プラットフォーム事業を主力の事業としておりま
すが、この事業の安定的・継続的な発展が収益基盤の基礎として必要不可欠なものであると考えて
おります。
そのために当社では以下の項目を重点課題と認識して、取り組んでまいります。

（ⅰ）当社の主な売上は広告単価×クリック数で構成されております。そのため、当社のエンジニ
ア人材によるビッグデータ解析のアルゴリズム（計算手順）開発、改善を図り、その成果（広
告とメディアとクリック数の相関の統計結果など）を広告配信効果（クリック率など）向上
に直結させて、広告単価とクリック数の向上を行ってまいります。

（ⅱ）新型コロナウイルス環境下における営業活動は、クライアントへの接触の機会が限定されま
す。持続的な広告予算と広告枠の獲得のため、インサイドセールスのノウハウ蓄積を通して、
柔軟な営業スタイルに対応できる組織の編成に取り組んでまいります。

（ⅲ）cookie規制を巡る市場の環境変化に対応するためには、広告のユーザーターゲティングの手
法の変化が求められます。当社の強みでもあるcookieを利用しない新たなターゲティング
手法の市場での認知を向上させるよう、継続的に配信成果の向上を行い、顧客の求める新し
いニーズ（cookieを利用しないユーザーターゲティング）に取り組んでまいります。

　以上の取り組み事項を実現させることで、今後も広告主の新規顧客獲得ニーズと媒体社の新規読
者獲得ニーズ及び固定読者獲得ニーズを満足させるネイティブ広告プラットフォームを提供し、さ
らに信頼性を高め、既存事業の収益基盤の拡大を行ってまいります。

②新規事業への取組み
　当社はユーザー分析DMP「Juicer」を事業承継し、2019年10月1日よりサービスを開始し、デ
ータマーケティング事業に参入しました。また、2018年11月１日に設立したビルコム株式会社と
の合弁会社「クロストレックス株式会社」に関しては、コンテンツマーケティングに特化したサー
ビスを展開しております。さらに、新たな事業領域に取り組むべく、専門の部署も立ち上げており
ます。次の当社の成長を支える収益の柱としての新規事業の育成に取り組んでまいります。

－ 5 －

対処すべき課題
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③ビッグデータ管理コストの最適化
　Juicerが新たなサービスとして加わることで、当社の取扱うデータ量が、増加しました。そのた
め、ビッグデータ管理コストの売上に対する比率が悪化すると、当社の売上原価率の悪化に繋がる
ため、ビッグデータ管理コストを最適化する取組みを引き続き行ってまいります。

④インターネットプライバシー保護への対応
　インターネットプライバシー保護の高まりに合わせて、cookie等の取扱いを巡る技術環境が変化
しております。そのため、Google, Inc.等インターネット事業者の動向を把握し、その技術情報を
いち早く入手すると同時に、適応するための独自の技術を開発することで、自社サービスの先進性
やユニーク性を確保してまいります。

⑤高い専門性を有する人材の確保
　当社の継続的な事業拡大には、当社の経営理念に合致した志向性を持ち、かつビッグデータ解析
のアルゴリズムを開発できる工学博士クラスの高い専門性を有する人材の確保と育成が重要である
と認識しております。特にエンジニアやデータ・サイエンティストなどのスタッフの採用において
は、獲得競争が激化し、今後も人材確保には厳しい状況が続くものと予想されます。当社では、採
用方法の多様化をはじめ、教育や人材育成制度の確立などにより、人材の採用から定着に至るまで
の体制整備を進めてまいります。

⑥高まるインターネット広告市場に対する広告健全化へ向けた対応
　当社の属するインターネット広告市場において事業者を規制対象とした法令や行政指導、その他
の規制等が制定された場合には当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。そ
のため、ネイティブ広告配信サービスを提供する際に、「不当景品類及び不当表示防止法」（景品
表示法）、「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律」（薬機法）等
の法律の他、一般社団法人日本インタラクティブ広告協会（JIAA）が定める「インターネット広告
倫理綱領及び掲載基準ガイドライン」、当社独自の基準である「広告コンプライアンス基準」、
「LOGLY広告掲載基準」等に則って審査をすることにより、法令や公序良俗に反する広告を排除す
るよう取り組んでまいります。

⑦内部管理体制の強化
　当社は、今後も事業拡大を見込んでおり、内部管理体制の強化が不可欠であると認識しておりま
す。引き続き、会計監査人と監査等委員会と内部統制責任者（取締役CFO）との三様監査を通じ
て、コーポレート・ガバナンスの充実を実現してまいります。

－ 6 －
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⑸　主要な事業内容（2021年３月31日現在）
事 業 区 分 事 業 内 容

ネイティブ広告プラット
フ ォ ー ム 事 業 ネイティブ広告の配信

⑹　主要な営業所（2021年３月31日現在）
①　当社

本 社 東京都渋谷区道玄坂一丁目１６番３号

②　子会社
ログリー・インベストメン
ト 株 式 会 社 東京都渋谷区道玄坂一丁目１６番３号

クロストレックス株式会社 東京都港区六本木六丁目２番３１号

⑺　使用人の状況（2021年３月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況
事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

ネイティブ広告プラットフォーム事業 57 名 7名増

合 計 57 名 7名増

（注）上記には臨時雇用者は含まれておりません。

⑻　主要な借入先の状況（2021年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 153,400千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 139,880千円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 69,994千円

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。

－ 7 －
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２．株式の状況（2021年３月31日現在）
(1)　発行可能株式総数 12,300,000株
(2)　発行済株式の総数 3,802,600株
(3)　株主数 4,141名
(4)　大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

吉 永 浩 和 913,200株 24.67％

岸 本 雅 久 525,600 14.20

ア イ テ ィ メ デ ィ ア 株 式 会 社 156,000 4.21

神 林 忠 弘 73,800 1.99

蔭 山 恭 一 50,000 1.35
JPMBL RE NOMURA INTERATIONAL PLC 1 
C O L L E Q U I T Y 42,300 1.14

松 井 証 券 株 式 会 社 34,900 0.94

吉 永 秀 雄 30,000 0.81

株 式 会 社 S B I 証 券 27,100 0.73

池 永 彰 文 26,000 0.70

（注）１．当社は、自己株式を100,360株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
　　　２．持株比率は自己株式数を控除して計算しております。

(5)　その他株式に関する重要な事項
当社は、2020年10月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。

－ 8 －
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３．新株予約権等の状況
⑴　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約

権の状況
第 ４ 回 新 株 予 約 権 第 ５ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2015年２月13日 2015年12月24日

新 株 予 約 権 の 数 33個 305個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 66,000株
(新株予約権１個につき 2,000株)

普通株式 61,000株
(新株予約権１個につき 200株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに払い込みは要
しない

新株予約権と引換えに払い込みは要
しない

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 700,000円
(１株当たり 350円)

新株予約権１個当たり 120,000円
(１株当たり 600円)

権 利 行 使 期 間 2016年６月27日から
2026年６月26日まで

2017年６月26日から
2025年６月25日まで

行 使 の 条 件 （注）１、２、３ （注）１、２、４

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（監査等委員を除く）

新株予約権の数 10個
目的となる株式数 20,000株
保有者数 1名

新株予約権の数 250個
目的となる株式数 50,000株
保有者数 3名

第 ６ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2017年３月29日

新 株 予 約 権 の 数 108個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 21,600株
(新株予約権１個につき 200株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに払い込みは要
しない

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 130,000円
(１株当たり 650円)

権 利 行 使 期 間 2018年６月24日から
2026年６月23日まで

行 使 の 条 件 （注）１、２、４

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（監査等委員を除く）

新株予約権の数 55個
目的となる株式数 11,000株
保有者数 1名

－ 9 －
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第 ９ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2021年２月18日

新 株 予 約 権 の 数 1,331個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 133,100株
(新株予約権１個につき 100株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権１個当たり 5,823円
(１株当たり 58.23円)

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 194,100円
(１株当たり 1,941円)

権 利 行 使 期 間 2021年３月３日から
2026年３月２日まで

行 使 の 条 件 （注）１、２、４、５，６

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（監査等委員を除く）

新株予約権の数 650個
目的となる株式数 65,000株
保有者数 2名

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

新株予約権の数 4個
目的となる株式数 400株
保有者数 2名

（注）１．新株予約権の割当を受けた者は、本新株予約権の権利行使時において、当社及び当社の子会社の取締
役または使用人たる地位にあることを要する。ただし、新株予約権の割当を受けた者が任期満了を理
由に当社の取締役を退任した場合で、当社の取締役会が特に認めて新株予約権の割当を受けた者に書
面で通知した時は、引き続き本新株予約権を退任後１ヶ月間行使することができる。

２．新株予約権の割当を受けた者は、本新株予約権の割当後、権利行使時までに、禁錮以上の刑に処せら
れていないこと、当社の就業規則により降任・降格以上の制裁を受けていないことを要する。

３．新株予約権者が死亡した場合、その相続人による新株予約権の権利行使は認めるものとする。
４．新株予約権の割当てを受けた者が死亡した場合は、相続人は本新株予約権を行使できないものとする。
５．新株予約権者は、割当日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまでの間に株式会社東京証券取引

所における当社普通株式の普通取引終値に当社の発行済株式総数を掛けた額（以下、「時価総額」と
いう。）が一度でも250億円を超えた場合、本新株予約権を行使することができる。

６．上記の５にかかわらず、割当日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまでの間に当社株価の終値
が５取引日連続して行使価額に30％を乗じた価額を下回った場合、新株予約権者は残存するすべての
本新株予約権を行使価額で行使期間の満期日までに行使しなければならないものとする。

－ 10 －
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⑵当事業年度中に職務執行の対価として従業員等に対し交付した新株予約権の状況
第 ９ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2021年２月18日

新 株 予 約 権 の 数 1,331個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 133,100株
(新株予約権１個につき 100株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権１個当たり 5,823円
(１株当たり 58.23円)

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 194,100円
(１株当たり 1,941円)

権 利 行 使 期 間 2021年３月３日から
2026年３月２日まで

行 使 の 条 件 （注）１、２、３、４、５

使 用 人 等
へ の 交 付
状 況

当 社 使 用 人
新株予約権の数 677個
目的となる株式数 67,700株
交付者数 32名

（注）１．新株予約権の割当を受けた者は、本新株予約権の権利行使時において、当社及び当社の子会社の取締
役または使用人たる地位にあることを要する。ただし、新株予約権の割当を受けた者が任期満了を理
由に当社の取締役を退任した場合で、当社の取締役会が特に認めて新株予約権の割当を受けた者に書
面で通知した時は、引き続き本新株予約権を退任後１ヶ月間行使することができる。

２．新株予約権の割当を受けた者は、本新株予約権の割当後、権利行使時までに、禁錮以上の刑に処せら
れていないこと、当社の就業規則により降任・降格以上の制裁を受けていないことを要する。

３．新株予約権の割当てを受けた者が死亡した場合は、相続人は本新株予約権を行使できないものとする。
４．新株予約権者は、割当日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまでの間に株式会社東京証券取引

所における当社普通株式の普通取引終値に当社の発行済株式総数を掛けた額（以下、「時価総額」と
いう。）が一度でも250億円を超えた場合、本新株予約権を行使することができる。

５．上記の４にかかわらず、割当日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまでの間に当社株価の終値
が５取引日連続して行使価額に30％を乗じた価額を下回った場合、新株予約権者は残存するすべての
本新株予約権を行使価額で行使期間の満期日までに行使しなければならないものとする。
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４．会社役員の状況
⑴　取締役の状況（2021年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 吉 永 浩 和 クロストレックス株式会社　代表取締役

取 締 役 Ｃ Ｆ Ｏ 岸 本 雅 久 クロストレックス株式会社　監査役
ログリー・インベストメント株式会社　代表取締役

取 締 役 Ｃ Ｏ Ｏ 池 永 彰 文 クロストレックス株式会社　取締役

取締役（監査等委員） 橋 本 訓 幸
弁護士
川崎ひかり法律事務所所属
合同会社LegalWin　代表社員

取締役（監査等委員） 笹 部 秀 樹

公認会計士
ネクスト・キャピタル・パートナーズ株式会社　ディレ
クター
はやぶさ監査法人　代表社員
株式会社はやぶさコンサルティング　取締役
株式会社ホームメイドクッキング　執行役員管理本部長

取締役（監査等委員） 藤 岡 大 祐
公認会計士
株式会社ＰＫＳＨＡ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ　取締役監
査等委員

（注）１．取締役（監査等委員）橋本訓幸、笹部秀樹及び藤岡大祐は、社外取締役であります。
２．取締役（監査等委員）橋本訓幸は、弁護士資格を有しており、会社法務に関する相当程度の知見を有

しております。
３．取締役（監査等委員）笹部秀樹及び藤岡大祐は公認会計士であり、監査法人での監査経験を有してお

り、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
４．当社は、監査等委員会が主体となり内部統制システムを通じた組織的な監査を実施しており、必ずし

も常勤者の選定を必要としないことから、常勤の監査等委員を選定しておりません。
５．当社は、取締役（監査等委員）橋本訓幸、笹部秀樹及び藤岡大祐を東京証券取引所の定めに基づく独

立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

⑵　責任限定契約の内容の概要
　当社は、会社法第427条第１項に基づき、当社定款において会社法第423条第１項の損害賠償
責任を限定する契約を締結することができる旨を定めておりますが、現時点においては、各社外
取締役との間で責任限定契約を締結しておりません。

－ 12 －
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⑶　取締役の報酬等
　当事業年度に係る報酬等の総額
区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 を 除 く ）
（う　　ち　　社　　外　　取　　締　　役）

3名
（-）

37,200千円
（-）

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（う　　ち　　社　　外　　取　　締　　役）

3
（3）

7,200
（7,200）

合 計
（う　　ち　　社　　外　　役　　員）

6
（3）

44,400
（7,200）

（注）１．取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含
まれておりません。

２．取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬限度額は、2018年11月28日開催の臨時株主総会に
おいて、年額100,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
当該臨時株主総会終結時点の取締役の員数は３名です。

３．監査等委員である取締役の報酬限度額は、2018年11月28日開催の臨時株主総会において、年額
20,000千円以内と決議いただいております。当該臨時株主総会終結時点の監査等委員である取締役
の員数は３名です。

４．取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬に関する方針は、職位に応じて経済情勢、会社の業
績等を総合的に考慮し、定額報酬としております。

５．取締役会は、代表取締役吉永浩和に対し各取締役の報酬の額の決定を委任しております。委任した理
由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の担当部門について評価を行うには代表取締役が適し
ていると判断したためであります。

６．監査等委員である取締役の報酬は、監査等委員会の協議を経て支給することとしております。

－ 13 －

会社役員の状況



2021/06/03 14:11:10 / 20702521_ログリー株式会社_招集通知（Ｃ）

⑷　社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役（監査等委員）橋本訓幸は、川崎ひかり法律事務所所属の弁護士及び合同会社LegalWin
の代表社員であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

・取締役（監査等委員）笹部秀樹は、ネクスト・キャピタル・パートナーズ株式会社のディレ
クター、はやぶさ監査法人の代表社員、株式会社はやぶさコンサルティングの取締役及び株
式会社ホームメイドクッキングの執行役員管理本部長であります。当社と兼職先との間には
特別の関係はありません。

・取締役（監査等委員）藤岡大祐は、株式会社ＰＫＳＨＡ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙの取締役監査
等委員であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況
出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取締役
(監査等
委員)

橋 本 訓 幸
当事業年度において開催された取締役会20回中20回出席し、監査等委
員会12回中12回出席しており、事業内容に関する事項のほか、会社法
務に関する事項に対して質問や意見を述べました。

取締役
(監査等
委員)

笹 部 秀 樹

当事業年度において開催された取締役会20回中19回出席し、監査等委
員会12回中12回出席しており、事業内容に関する事項のほか、財務諸
表及び会計に関する事項に対して、公認会計士としての専門的見地から
質問や意見を述べました。

取締役
(監査等
委員)

藤 岡 大 祐

当事業年度において開催された取締役会20回中20回出席し、監査等委
員会12回中12回出席しており、事業内容に関する事項のほか、財務諸
表及び会計に関する事項に対して、公認会計士としての専門的見地から
質問や意見を述べました。

－ 14 －

会社役員の状況
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５．会計監査人の状況
⑴　名称　　　　　　　　　　EY新日本有限責任監査法人

⑵　報酬等の額
報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 27,360千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 27,360千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠
などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同
意の判断をいたしました。

⑶　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場
合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められ
る場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員
会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任
した旨と解任の理由を報告いたします。

－ 15 －

会計監査人の状況
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６．会社の支配に関する基本方針
　当社は、会社の財務及び事業の方針決定を支配する者のあり方に関する基本方針については、特
に定めておりません。

７．剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、事業成長のための財務体質の強化を重要課題と位置付けており、内部留保を新規事業の
早期展開や、事業拡大及び事業効率化のための投資に活用し、企業価値の向上を図ることが、株主
に対する最大の利益還元につながると考えております。そのため、将来的には、株主への利益還元
を検討していく方針ですが、現時点において当面の配当実施は未定であります。

－ 16 －

会社の支配に関する基本方針
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連 結 貸 借 対 照 表
（2021年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資　  産　  の　  部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
工 具 、 器 具 及 び 備 品

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

1,996,705
1,639,261

256,336
101,107
271,330
33,387
26,181
7,205

237,943
141,167
19,743
84,315

△7,282

（負　  債　  の　  部）
流 動 負 債 780,042

買 掛 金 393,508
１年内返済予定の長期借
入金 104,484
未 払 法 人 税 等 75,748
前 受 金 112,055
賞 与 引 当 金 19,937
そ の 他 74,309

固 定 負 債 258,790
長 期 借 入 金 258,790

負 債 合 計 1,038,832
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 1,211,531
資 本 金 407,537
資 本 剰 余 金 601,284
利 益 剰 余 金 279,730
自 己 株 式 △77,021

新 株 予 約 権 9,003
非 支 配 株 主 持 分 8,668
純 資 産 合 計 1,229,203

資 産 合 計 2,268,035 負 債 純 資 産 合 計 2,268,035

－ 17 －

連結貸借対照表
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連 結 損 益 計 算 書

(2020年 4 月 1 日から
2021年 3 月31日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 3,961,168
売 上 原 価 3,233,540
売 上 総 利 益 727,628
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 552,980
営 業 利 益 174,647
営 業 外 収 益

受 取 利 息 35
投 資 有 価 証 券 売 却 益 39,999
そ の 他 385 40,421

営 業 外 費 用
為 替 差 損 1,438
支 払 利 息 3,564
投 資 事 業 組 合 運 用 損 4,017
そ の 他 596 9,616

経 常 利 益 205,452
特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 4,466
減 損 損 失 155,718 160,184

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 45,267
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 79,829
法 人 税 等 調 整 額 △2,364 77,465
当 期 純 損 失 ( △ ) △32,197
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 ( △ ) △6,252
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 ( △ ) △25,945

－ 18 －

連結損益計算書
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連結株主資本等変動計算書

(2020年 4 月 1 日から
2021年 3 月31日まで)

（単位：千円）
株主資本

新株予約権 非支配株主
持分

純資産
合　計資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本

合　　計
当 期 首 残 高 379,765 573,512 305,446 △76,914 1,181,809 1,992 - 1,183,801

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 27,772 27,772 55,544 55,544
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 損 失
( △ )

△25,945 △25,945 △25,945

連 結 範 囲 の 変 動 229 229 229

自 己 株 式 の 取 得 △106 △106 △106
株主資本以外の項
目の当期変動額（純
額）

7,011 8,668 15,679

当 期 変 動 額 合 計 27,772 27,772 △25,715 △106 29,722 7,011 8,668 45,401

当 期 末 残 高 407,537 601,284 279,730 △77,021 1,211,531 9,003 8,668 1,229,203

－ 19 －

連結株主資本等変動計算書
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貸　借　対　照　表
（2021年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資　  産　  の　  部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
前 払 費 用
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
工 具 、 器 具 及 び 備 品

投 資 そ の 他 の 資 産
関 係 会 社 株 式
長 期 前 払 費 用
敷 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

1,899,944
1,550,606

1,980
255,589
41,158
50,610

355,462
33,387
26,181
7,205

322,075
225,300

5,279
71,752
19,743
7,282

△7,282

（負　  債　  の　  部）
流 動 負 債 767,790

買 掛 金 393,403
1年内返済予定の長期借入金 104,484
未 払 金 20,517
預 り 金 2,531
未 払 法 人 税 等 63,946
未 払 消 費 税 等 50,914
賞 与 引 当 金 19,937
前 受 金 112,055

固 定 負 債 258,790
長 期 借 入 金 258,790

負 債 合 計 1,026,580
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 1,219,823
資 本 金 407,537
資 本 剰 余 金 601,284

資 本 準 備 金 601,284
利 益 剰 余 金 288,022

そ の 他 利 益 剰 余 金 288,022
繰 越 利 益 剰 余 金 288,022

自 己 株 式 △77,021
新 株 予 約 権 9,003
純 資 産 合 計 1,228,826

資 産 合 計 2,255,407 負 債 純 資 産 合 計 2,255,407

－ 20 －

貸借対照表
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損　益　計　算　書

(自　2020年 4 月 1 日
至　2021年 3 月31日 )

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 3,962,791
売 上 原 価 3,227,112
売 上 総 利 益 735,679
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 538,165
営 業 利 益 197,513
営 業 外 収 益

受 取 利 息 35
受 取 手 数 料 3,391
そ の 他 379 3,806

営 業 外 費 用
支 払 利 息 3,564
為 替 差 損 1,438
そ の 他 0 5,003

経 常 利 益 196,315
特 別 損 失

減 損 損 失 149,764 149,764
税 引 前 当 期 純 利 益 46,551
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 67,630
法 人 税 等 調 整 額 △2,364 65,266
当 期 純 損 失 ( △ ) △18,714

－ 21 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書

(自　2020年 4 月 1 日
至　2021年 3 月31日 )

（単位：千円）
株 主 資 本

新株予約権 純資産
合　計資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 資本剰余金

合　　　計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合　　　計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 379,765 573,512 573,512 306,736 306,736 △76,914 1,183,099 1,992 1,185,092

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 27,772 27,772 27,772 55,544 55,544
当 期 純 損 失
( △ ) △18,714 △18,714 △18,714 △18,714

自己株式の取得 △106 △106 △106
株主資本以外の
項目の当期変動
額 （ 純 額 ）

7,011 7,011

当期変動額合計 27,772 27,772 27,772 △18,714 △18,714 △106 36,723 7,011 43,734

当 期 末 残 高 407,537 601,284 601,284 288,022 288,022 △77,021 1,219,823 9,003 1,228,826

－ 22 －

株主資本等変動計算書
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

２０２１年５月２７日
ログリー株式会社

取締役会　御中
ＥＹ新日本有限責任監査法人
東　京　事　務　所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 石 井 広 幸 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 佐 々 木 斉 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、ログリー株式会社の２０２０年４月
１日から２０２１年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、ログリー株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に
記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結
子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

強調事項
１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は２０２１年３月３０日開催の取締役会にお
いて、株式譲渡契約を締結することを決議し、２０２１年４月２日にmoto株式会社の全株式を
取得して子会社化している。
２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は２０２１年４月１５日開催の取締役会にお
いて、多額な資金の借入を決議し、借入を実行している。これに伴い、会社は保有するmoto株
式会社の全株式を担保として提供している。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

－ 23 －

連結会計監査報告
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任が
ある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤
謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立
の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により
発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与え
ると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス

クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。
さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

－ 24 －

連結会計監査報告
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・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に
関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確
実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日ま
でに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存
続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構
成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分
かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施
に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以　　上

－ 25 －
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会計監査報告
独立監査人の監査報告書

２０２１年５月２７日
ログリー株式会社

取締役会　御中
ＥＹ新日本有限責任監査法人
東　京　事　務　所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 石 井 広 幸 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 佐 々 木 斉 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、ログリー株式会社の２０２０
年４月１日から２０２１年３月３１日までの第１５期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類
等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

強調事項
１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は２０２１年３月３０日開催の取締役会にお
いて、株式譲渡契約を締結することを決議し、２０２１年４月２日にmoto株式会社の全株式を
取得して子会社化している。
２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は２０２１年４月１５日開催の取締役会にお
いて、多額な資金の借入を決議し、借入を実行している。これに伴い、会社は保有するmoto株
式会社の全株式を担保として提供している。

－ 26 －
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　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成する
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス

クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。
さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

－ 27 －
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・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関
して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実
性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又
は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除
外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手し
た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく
なる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及
び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価
する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　　上

－ 28 －
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査等委員会は2020年４月１日から2021年３月31日までの第15期事業年度の取締役の職
務の遂行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　　　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役

会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取
締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて
説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

　　①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部監査担当者と連携の
上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所にお
いて業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び
監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けま
した。

　　②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平
成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ
て説明を求めました。

　　　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに
連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注
記表）について検討いたしました。

－ 29 －

監査役委員会の監査報告
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２．監査の結果
(1) 　事業報告等の監査結果
　①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。
　②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認

められません。
　③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内

部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべ
き事項は認められません。

(2) 　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 　連結計算書類の監査結果
　　会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　　2021年５月28日

ログリー株式会社　監査等委員会
監 査 等 委 員 橋 本 訓 幸 ㊞
監 査 等 委 員 笹 部 秀 樹 ㊞
監 査 等 委 員 藤 岡 大 祐 ㊞

（注）監査等委員 橋本訓幸、笹部秀樹及び藤岡大祐は、会社法第２条第15号及び第331条第６
項に規定する社外取締役であります。

以　上

－ 30 －
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株主総会参考書類

議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了と
なります。つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名の選任をお願いするもの
であります。
　なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は全ての取締役（監査等委員である取締役を除
く。）候補者に対して適任であると判断しております。
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

ふ り が な
氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

１
よし
吉

なが
永

ひろ
浩

かず
和

(1977年９月30日)

2000年 ４月 株式会社ソフトウエアマネジメント（現 
株式会社カイカ）入社

913,200株
2006年 ５月 当社設立　代表取締役就任（現任）
2011年 １月 早稲田大学大学院情報生産システム研究

科博士課程　博士（工学）取得
2018年11月 クロストレックス株式会社　代表取締役

就任（現任）

２
きし
岸

もと
本

まさ
雅

ひさ
久

(1960年９月17日)

1984年 4 月 株式会社ソフトウエアマネジメント（現 
株式会社カイカ）入社

525,600株

2003年 ４月 同社　経営企画部長就任
2005年 ４月 同社　執行役員就任
2007年 ７月 当社　取締役管理部長就任
2018年11月 クロストレックス株式会社　監査役就任

（現任）
2018年12月 当社　取締役ＣＦＯ就任（現任）
2019年12月 ログリー・インベストメント株式会社　

代表取締役就任（現任）

－ 31 －

取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案
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候補者
番　号

ふ り が な
氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

３
いけ
池

なが
永

あき
彰

ふみ
文

(1973年１月23日)

1997年 ４月 ソフトバンク株式会社（現　ソフトバン
クグループ株式会社）入社

26,000株

2001年 ４月 ソフトバンク・ジーディーネット株式会
社（現　アイティメディア株式会社）入
社

2007年 ４月 同社　編成部長就任
2009年10月 同社　経営企画部長就任
2011年 ９月 当社　取締役就任
2018年11月 クロストレックス株式会社　取締役就任

（現任）
2018年12月 当社　取締役ＣＯＯ就任（現任）
2021年 4 月 moto株式会社　取締役ＣＯＯ就任（現

任）
（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社と締結しており、各候補者は当該保険契約の被
保険者となります。

以　上

－ 32 －

取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案



沿 革

2019
10月 ユーザー分析DMPサービス「Juicer」の運用開始。データマーケティング事業に参入

12月 100%子会社ログリー・インベストメント株式会社設立

2020
12月 eスポーツ大会プラットフォーム「Adictor」によるeスポーツ事業への参入開始

12月 Cookieに依存しない新型配信ロジック「インテントキーワードターゲティング」を発表

2021
４月 「転職アンテナ」を運営するmoto株式会社を子会社化

４月 デジタルマーケティングツール「OPTIO」をサービス展開するクロストレックス株式会社
を子会社化

T O P I C S
2021年04月02日 2020年12月09日

2021年01月27日
2020年09月01日

全国のローンを一括検索で
きるサービス「uP.（アップ）」
をリリー ス 〜 ロ グ リー、

FinTech領域へ参入を視野に〜
uP.は、「自分らしい金利をはじめよう」をキャッチコピーに、
全国の金融機関のカードローンやフリーローンの情報を集約
し、ローン商品をかんたんに検索・比較できるサービスです。

クロストレックス社 新規リード獲得を支援する
BtoBマーケティング特化型SaaS「OPTIO（オ
プティオ）」の提供を開始

OPTIOは、インタラクティブコンテンツを活用したリード獲得ツールです。5ス
テップでコンテンツ作成から配信が可能。自社サイトに訪問したユーザーに合わ
せて動画やサービス資料などのコンテンツを表示しリード獲得につなげます。

全大会賞金付きeスポーツ
大 会 プ ラ ッ ト フ ォ ー ム

「Adictor（アディクター）」、
正式版の提供を開始

Adictorは、参加者の募集からトーナメントの自動生成
機能や大会が終了後にログを残さないチャット機能など
大会運営をワンストップで支援する機能を搭載している、
全大会賞金付きeスポーツ大会プラットフォームです。

ログリー、「転職アンテナ」を運営する
moto株式会社を子会社化

moto社を子会社化することにより、ネイティブ広告プラットフォーム「LOGLY 
lift」を通じて約6,000億円市場ともいわれる転職サービス市場を対象とした新た
な広告配信が可能となります。またログリーがこれまでに培ってきたメディアグ
ロースのノウハウを駆使することで、メディア事業である転職アンテナの安定的な
成長を促進できるほか、転職アンテナに来訪するユーザーデータとログリーが保有
するビッグデータ解析技術を組み合わせることにより、転職潜在層／顕在層の傾向
分析が可能となるなど、新たな事業創出の機会につながるものと考えております。



事 業 内 容

当社はネイティブ広告プラットフォーム「LOGLY lift」を主軸に、インターネット広告市場に新しい切り口を開いて
まいりました。そして、さらなる市場シェア拡大に向け、「転職アンテナ」を運営するmoto株式会社と、デジタルマー
ケティングツール「OPTIO」を展開するクロストレックス株式会社の子会社化を行いました。

 Cookieに依存しない新型配信ロジック「インテントキーワードターゲティング」を発表

 アドテクノロジー事業

Ad NETWORK

● ネイティブ広告プラットフォーム「LOGLY lift」により、ネイティブ広告配信サービスを提供しています。
● 媒体（メディア）のデザインとの整合性に加え、コンテンツの内容に親和性がある広告を配信することにより、一層広告価値を高めています。

*CPC：Cost Per Click、クリック単価。広告がクリックされ、広告主のサイトを訪れた際に広告料金が発生する

アドベリフィケーション機能
ターゲティング機能
広告配信制御機能
CPC 調整機能

広 告 代 理 店 経 由：売上高＝ CPC* × Click 数 ‒ 代理店手数料
広告主ダイレクト：売上高＝ CPC  × Click 数収益モデル

ニュース・配信 スポーツ 情報サイト 旅行・趣味
芸術・エンターティメント ポータル 書籍・出版 SNS

様々な広告主の広告 様々なメディアへのネイティブ広告配信複数の広告媒体を集めて広告配信ネットワークを作り
それらの媒体に広告をまとめて配信する仕組み

電機・
コンピュータ 医薬品

金融・
保険・
リース

自動車

消費財 食品・
飲料

美容・
健康

流通・
小売

転職・
就職

学校・
教育

入稿 配信

レコメンドウィジェット インフィード広告

デザイン、内容、フォーマットが媒体とのコンテンツと整合性
ユーザーの情報利用体験を妨げない

●今回開発した機能は、コンテキスト解析技術を応用したもので、コンテンツ文脈から特徴的な
キーワードを抽出し、キーワード単位でコンテキストターゲティングが可能な配信ロジックで
す。ユーザーが当該キーワードに興味を持った瞬間に広告を掲載できるため、コンテンツから
の自然な流入を促すことが可能となります。

● Cookieの制限に関しては、ユーザーターゲティングに与える影響が大きく、既存のアドネット
ワークではユーザーの行動履歴などに基づいた広告配信が今後難しくなることが想定されてい
ます。今回の配信ロジックでは、広告の配信先をあらかじめキーワード指定できるため、
Cookieに依存することなくアプローチしたいユーザーに広告を配信可能です。また、当社が
ネットワークしている豊富なジャンルの約500媒体を対象としているため、これまでリスティ
ング広告などではリーチできなかったユーザー層へのアプローチも期待できます。

●ログリーは今後もユーザーのプライバシー保護を考慮した広告技術の研究開発に取り組み、
「嫌われない広告」を実現してまいります。



サ ー ビ ス 紹 介

『日本初のネイティブ広告プラットフォーム』
ネイティブ広告プラットフォーム「LOGLY lift」は、メディアのデザインに統
合された広告枠とユーザー体験を損なわないコンテンツとしての広告を提供す
ることで、デジタル広告の価値をより一層高めていきます。

『転職で“年収”と“キャリア”を考える』
転職アンテナは、キャリアに関する考え方、転職ノウハウの提供や
おすすめ転職サイト、転職エージェント紹介などを情報発信するメ
ディアです。約6,000億円市場ともいわれる転職サービス市場を対
象とし、当社グループの広告配信ジャンルの拡大に繋げていきます。

『全大会賞金付きeスポーツ大会プラットフォーム』
Adictorは、参加者の募集からトーナメントの自動生成機能や大会が
終了後にログを残さないチャット機能など大会運営をワンストップ
で支援する機能を搭載している、全大会賞金付きeスポーツ大会プ
ラットフォームです。

『見込み客を可視化するユーザー分析DMP』
Juicerはユーザーを知ることを目的とした、無料のユーザー分析DMPです。
サイト来訪者1人ひとりの属性やデジタル行動、欲求や願望を分析し、ユー
ザーが「どこ」の「誰」で、あなたに何を期待しているか知ることができます。

BOOST YOUR CONTENT
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東京都渋谷区道玄坂一丁目16番3号 渋谷センタープレイス 2階
ログリー株式会社

＜株主様へのお願い＞
株主の皆様におかれましては、新型コロナウイルス感染症の拡大状況にご配慮いただき、健康状態に関わらず、
本総会の会場への来場をお控えいただくことをご検討くださいますようお願いいたします。
また、本総会については、当日出席することなく、同封の「議決権行使書用紙」による事前（郵送）行使が可能と
なっております。株主の皆様の感染リスクを避けるため、郵送による議決権行使をご推奨申しあげます。

渋谷駅西口から 徒歩4分

会　場

交　通


